平成２６年第２回館山市国民健康保険運営協議会
議事録（審議事項）概要

《審議事項（諮問）》
（１）平成２６年度館山市国民健康保険特別会計補正予算案について

（２）館山市国民健康保険税条例の一部を改正する条例案について

※上記、審議事項について説明等を行いましたが、その概要については以下のとおりです。
審議事項（１）平成２６年度館山市国民健康保険特別会計補正予算案について

審議事項（２）館山市国民健康保険税条例の一部を改正する条例案について
＜説明概要＞
最初に、平成２５年度国民健康保険特別会計の決算見込について説明します。まず、歳出の合計は予算現額７０億９，９７８万６千円に対し、支出済額６８億５，４７１万４千円を見込み、対前年度比１０１．７パーセント、額にして１億１，５９４万１千円の増加です。なお、予算現額については、前回の国保運営協議会の時と変わりません。また、対前年度比については、平成２４年度決算額との比較です。
次に、平成２５年度決算見込における歳出の主なものについて説明します。

まず、保険給付費ですが、予算現額４７億５，１６７万１千円に対し、支出済額４５億７，９６６万２千円を見込み、対前年度比１０１．４パーセント、額にして６，３９５万３千円の増加です。
次に、後期高齢者支援金等ですが、予算現額９億８９４万８千円に対し、支出済額９億８８８万円を見込み、対前年度比１０５パーセントです。
次に、介護納付金ですが、予算現額４億１，７４３万３千円に対し、支出済額４億１,７４３万２千円を見込み、対前年度比１０５．５パーセントです。
次に、共同事業拠出金ですが、予算現額７億３，７３０万１千円に対し、支出済額６億９，９０８万１千円を見込み、対前年度比１０２．１パーセントです。
次に、基金積立金ですが、予算現額と同額の７，５１７万４千円を見込み、対前年度比８３．５パーセントです。なお、基金積立金については、平成２４年度の繰越金の半額及び基金利子を基金へ積み立てたものです。
次に、歳入の合計は予算現額７０億９，９７８万６千円に対し、収入済額７２億２，８５８万７千円を見込み、対前年度比１０３．８パーセント、額にして２億６，７４１万円の増加です。
歳入の主なものについては、まず、国民健康保険税は現年課税分と滞納繰越分の合計で、予算現額１６億３５９万８千円に対し、収入済額１７億１，２１３万８千円を見込み、対前年度比９７．１パーセント、額にして５，１９６万７千円の減少です。
また、現年課税分の収納率については、平成２３年度が８８．９１パーセント、平成２４年度が９０．９４パーセント、平成２５年度は決算見込みで９１．８８パーセントを見込んでいます。
次に、国庫支出金ですが、予算現額１４億９，４９９万４千円に対し、収入済額１５億４，９１４万５千円を見込み、対前年度比９９．２パーセントです。
次に、療養給付費等交付金ですが、予算現額４億３，８３２万５千円に対し、収入済額４億３，０４４万８千円を見込み、対前年度比１１３．６パーセントです。
次に、前期高齢者交付金ですが、予算現額１７億１，５７９万７千円に対し、収入済額１７億１，５７８万６千円を見込み、対前年度比１１８．２パーセントです。
次に、県支出金ですが、予算現額３億６，６０８万５千円に対し、収入済額３億９，０１３万９千円を見込み、対前年度比１００．４パーセントです。
次に、共同事業交付金ですが、予算現額７億３，２４９万２千円に対し、収入済額７億３，２６０万２千円を見込み、対前年度比１０２．６パーセントです。
次に、繰入金ですが、予算現額５億１，４４５万４千円に対し、収入済額４億４，９５１万４千円を見込み、対前年度比１１２．２パーセントです。
次に、繰越金ですが、予算現額２億２，２４０万５千円に対し、収入済額２億２，２４０万４千円を見込み、対前年度比８２．９パーセントです。
収入済額の合計７２億２，８５８万７千円から支出済額の合計６８億５，４７１万４千円を差し引いた、収支差し引き残額３億７，３８７万３千円については、その全額を平成２６年度に繰り越します。
次に、国民健康保険財政調整基金についてですが、平成２５年度末の基金残高は４億２４１万６，５８２円を見込んでいます。平成２５年度は年度途中で一般被保険者療養給付費の増額補正などを行った際に、歳出予算に対する歳入予算の不足分を財政調整基金から繰り入れて調製しました。平成２５年度の財政調整基金からの繰入額の合計は５，０２３万５千円で、その時点での基金残高は３億５，２１８万１，５８２円でした。しかしながら、平成２５年度の決算剰余金が見込まれるため、平成２５年度中に財政調整基金から繰り入れた５，０２３万５千円を基金に戻し、その結果、４億２４１万６，５８２円の基金残高を見込んでいます。
次に、６月補正予算案について説明します。今回の補正予算案は平成２５年度の医療費実績額が確定したこと、また、後期高齢者支援金、介護納付金等の支払額の大きなものが確定したことから、当初予算の歳出と国民健康保険税の現年課税分以外の歳入予算を調製した結果、今年度必要な国保税収額の総枠が算出されたことに伴い、補正予算案を計上しました。
平成２６年度国民健康保険税予算額については、この時期、住民税などの申告により被保険者の所得が確定することから、今年度必要な税収を確保するため、被保険者の所得に対し、どのくらいの収納率に設定しなければならないか、また、どのくらいの国保税率を設定しなければならないかを検討したところ、収納率については、近年の収納率の動向を踏まえ、一般被保険者現年課税普通徴収分における医療給付費分と後期高齢者支援金分を前年度の８５．５パーセントから２．５パーセント引き上げ８８パーセントに、また、介護納付金分については、前年度の８０．５パーセントから３．５パーセント引き上げ８４パーセントにしました。
また、国保税率については、医療給付費分の所得割額の税率を平成２５年度から０．１５パーセント引き下げ７．８パーセントにしました。
なお、国保税率を引き下げた理由ですが、依然として、被保険者の所得は落ち込み、医療費は増加していますが、平成２６年度への繰越金が３億７,３８７万３千円ほど見込めること、また、国保財政調整基金残高についても平成２５年度末で４億２４１万６，５８２円の残高が見込まれることから、医療給付費分の税率を０．１５パーセント引き下げ７．８パーセントにしました。
次に、６月補正予算案の概要について説明します。
歳入歳出予算の補正額は、それぞれ１億７，９２８万６千円を増加し、７２億４，９９３万６千円です。
歳出では、まず、保険給付費ですが、療養給付費、療養費、高額療養費について、当初予算では平成２５年度の医療費の見込みを半年分の実績額を基に算出しましたが、２５年度の実績額が確定したことで３年間の実績額を基に再度算出し直したところ、療養給付費の補正は一般被保険者の診療費の減少によるマイナス８，１９６万３千円と退職被保険者等の診療費の増加分２，４９４万３千円を合わせ、補正額マイナス５，７０２万円、６月補正後予算額４１億６，８０４万８千円です。また、療養費の補正は一般被保険者の診療費の減少によるマイナス９０万５千円と退職被保険者等の診療費の減少分マイナス６万７千円を合わせ、補正額マイナス９７万２千円、６月補正後予算額３，６８２万２千円です。また、高額療養費の補正は一般被保険者の診療費の増加による８１９万６千円と退職被保険者等の診療費の増加分８２８万２千円を合わせ、補正額１，６４７万８千円、６月補正後予算額５億１，３９３万８千円です。
この結果、保険給付費全体では、補正額マイナス４，１５１万４千円、６月補正後予算額４７億７，０４５万３千円です。
次に、後期高齢者支援金等、前期高齢者納付金等は社会保険診療報酬支払基金などからの今年度の支払通知額により補正します。まず、後期高齢者支援金等は３４万９千円の増加で、６月補正後予算額９億２，４９４万５千円です。また、前期高齢者納付金等は５万３千円の増加で、６月補正後予算額７２万８千円です。
次に、諸支出金の補正は平成２５年度療養給付費等交付金２６万６千円と平成２５年度療養給付費等負担金６,７１３万４千円の清算に伴うもので、補正額６，７３９万８千円、６月補正後予算額７，４４２万円です。
次に、基金積立金の補正は平成２５年度から２６年度に繰り越す収支差し引き残額３億７，３８７万３千円から、上記の諸支出金の補正額６，７３９万８千円を差し引いた額３億６４７万５千円の２分の１に当たる額１億５，３００万円を国民健康保険財政調整基金に積み立てるものです。
次に、歳入ですが、国民健康保険税については、後ほど説明します。
まず、国庫支出金の内、療養給付費等負担金の補正は歳出における一般被保険者の療養給付費の減少により補正額マイナス２，０６３万４千円、６月補正後予算額１１億６，２００万１千円です。また、財政調整交付金は平成２５年度の実績額が確定したことに伴い算出し直したところ、補正額マイナス３５０万９千円、６月補正後予算額２億８，９５７万１千円です。
この結果、国庫支出金全体では補正額マイナス２，４１４万３千円、６月補正後予算額１４億９，８２４万２千円です。
次に、療養給付費等交付金の補正は歳出の退職被保険者等療養給付費及び高額療養費の増加、また、歳入の国保税率の引き下げに伴う国保税現年課税分の内、退職医療分の減少などにより補正額２，１８０万９千円、６月補正後予算額３億９，４８１万８千円です。
次に、前期高齢者交付金の補正は社会保険診療報酬支払基金からの通知により補正額マイナス６９万１千円、６月補正後予算額１８億１，９３０万２千円です。
次に、県支出金の補正は県支出金の内、財政調整交付金について、補助対象経費である平成２５年度一般被保険者の療養給付費などの減少に伴い、補正額マイナス３０４万９千円、６月補正後予算額３億７，３４１万２千円です。
次に、繰入金の補正ですが、まず１つ目は、財政安定化支援事業繰入金の補正で補正額４，０９４万９千円、６月補正後予算額６，５６１万３千円です。この財政安定化支援事業繰入金の補正については、国の制度改正により国民健康保険税軽減世帯割合が増加する見込みであるため、新たにその分を加えるものです。次に２つ目ですが、財政調整基金繰入金の補正で補正額及び６月補正後予算額ともに１，６７６万６千円です。これは今回の国保税率の引き下げなどに伴う歳入の減少分を財政調整基金から繰り入れるものです。
この結果、繰入金全体では、補正額５，７７１万５千円、６月補正後予算額５億４７８万１千円です。
次に、繰越金の補正は療養給付費等交付金の清算に伴う過年度支払基金交付金返還金の補正額２６万５千円と平成２５年度決算見込剰余金３億５，３６０万７千円です。このため、繰越金全体では補正額３億５，３８７万２千円、６月補正後予算額３億７，３８７万３千円です。
なお、この繰越金の６月補正後予算額３億７，３８７万３千円は平成２５年度決算見込における収支差引残額と同額です。
次に、歳入の国民健康保険税の補正予算案及び審議事項の２、国民健康保険税条例の一部を改正する条例案について説明します。
国民健康保険特別会計予算では、歳出総予算額から国庫支出金などの歳入予算額を差し引いた不足分を国民健康保険税などで確保します。
まず、現年課税分は今回２億２，６２２万７千円を減額し、総額１４億９０９万３千円です。具体的な内容ですが、国民健康保険税は７４歳以下の方が被保険者となる医療給付費分、後期高齢者支援金分、それと、４０歳以上６４歳以下の方が被保険者となる介護納付金分の３項目で構成されます。
まず、医療給付費分の所得割額の税率について、今回１００分の７．９５から１００分の７．８に引き下げます。次に、後期高齢者支援金分及び介護納付金分の所得割額の税率は各々１００分の１．４、１００分の１．７５と変更ありませんが、平成２６年度税制改正に伴い、後期高齢者支援金分の限度額が１４万円から１６万円に、また、介護納付金分の限度額が１２万円から１４万円に改正されたため、平成２６年度の医療給付費分の調定額は１２億２，３２２万３千円、後期高齢者支援金分の調定額は２億３，６７１万１千円、介護納付金分の調定額は１億４，０３２万２千円となり、合計では１６億２５万６千円です。
次に、医療給付費分、後期高齢者支援金分、介護納付金分の予算額についてですが、近年の収納率向上に伴い、それぞれの一般分の収納率を見直したことにより医療給付金分の予算額計１０億８，０３２万２千円、後期高齢者支援金分の予算額計２億９０７万円、介護納付金分の予算額計１億１，９７０万１千円となり、これらの合計１４億９０９万３千円が６月補正後の国保税の現年課税分です。
また、それぞれの項目には所得割に係る部分があり、平成２６年度市県民税の課税の基礎となる所得の整理、確定に伴い、国民健康保険の被保険者の所得集計により必要とされる国民健康保険税の税率を含め算出し直したところ、国民健康保険税の医療給付費分は国民健康保険税の被保険者の所得集計に基づき、所得割の所得割課税基準額を９８億７，１７１万４千円としました。この所得割課税基準額に税率を乗じて得た額と平成２６年度に見込まれる被保険者総数及び被保険者世帯総数に税率、この税率は均等割が２万３，４００円、平等割が２万９，４００円ですが、これを乗じて得た合計の額が課税総額１４億６，５６６万６千円です。なお、この課税総額の中には、医療給付費分の国民健康保険税の軽減措置における減収分、また、課税限度額として５１万円が設けられますが、この５１万円を超える部分の切り捨て額も含んでいます。次に、低所得者の軽減ですが、その制度については、総所得が３３万円以下の世帯と総所得３３万円と２４万５千円に、被保険者数に特定同一世帯所属者数を加えた数を乗じて得た金額以下の世帯、さらに、所得総額が３３万円と４５万円に、被保険者数に特定同一世帯所属者数を加えた数を乗じて得た合計額以下の世帯を対象に被保険者均等割額や世帯別平等割額の７割、５割又は２割を軽減するものです。
例として、７割軽減では、本来、被保険者均等割額が２万３，４００円のところ、その７割である１万６，３８０円を減額し７，０２０円です。また、世帯別平等割額については、本来２万９，４００円のところ、その７割である２万５８０円を減額し８，８２０円です。５割、２割軽減についても同様の扱いです。
これらの低所得者の軽減に伴う減収分の総額が第２３条軽減額の１億７，５６０万３千円です。また、課税限度額を超える額は６，６８４万円で、これらを差し引いた額が調定見込額の１２億２，３２２万３千円です。
次に、後期高齢者支援金分の課税額等ですが、前述の医療給付費分と同様の考え方で算出した結果、調定見込額は２億３，６７１万１千円です。また、低所得者の軽減は均等割額の７割、５割、２割を軽減しました。なお、現行と改正案の比較では、税率の変更はありませんが、平成２６年度税制改正の関係で課税限度額を１４万円から１６万円に引き上げました。また、５割軽減、２割軽減の基準額を見直しました。
次に、介護納付金分の課税額等ですが、前述の医療給付費分などと同様に算出したところ、調定見込額は１４億４，０３２万２千円です。また、低所得者の軽減は均等割額の７割、５割、２割を軽減しました。なお、現行と改正案の比較では、税率の変更はありませんが、後期高齢者支援金分と同様に今年度から課税限度額を１２万円から１４万円に引き上げ、５割軽減、２割軽減の基準額を見直しました。
これらの医療給付費分、後期高齢者支援金分、介護納付金分の各々の調定額に収納率を乗じた結果、平成２６年度の国民健康保険税の現年課税分の予算は１４億９０９万３千円です。
なお、この６月市議会定例会で、今回の館山市国民健康保険税の所得割額の税率を７．９５パーセントから７．８パーセントに改正するため、関係する館山市国民健康保険税条例の一部を改正する条例案も併せて提出します。
以上で、歳入の国民健康保険税の補正予算案及び審議事項の２、国民健康保険税条例の一部を改正する条例案についての説明を終わります。
最後に、ただ今説明した国民健康保険税の補正予算案の中で、課税限度額の見直しと低所得者に係る保険税軽減の拡充について補足します。

去る３月２０日、国会において地方税法の一部を改正する法律が成立し、３１日に公布されたことに伴い、館山市でも課税限度額の見直しと低所得者に係る保険税軽減の拡充について国民健康保険税条例を改正しました。
まず、課税限度額の見直しですが、課税限度額の内、後期高齢者支援金等課税額１４万円を１６万円に、介護納付金課税額１２万円を１４万円にそれぞれ引き上げました。この改正の結果、課税限度額の合計７７万円がさらに４万円増え、８１万円になりました。次に、低所得者に係る保険税軽減の拡充ですが、７割、５割、２割の軽減対象者の内、５割と２割の軽減対象者を拡大し、低所得者の負担軽減を図りました。
＜質疑応答等＞
【質疑　①】国民健康保険税の課税限度額の見直しと低所得者に係る保険税軽減の拡充について、改正により引き上げられる額と税率の改正で引き下げられる額は、同じくらいになるのか。
【1 回答】館山市で試算したところ、今回の限度額の引き上げにより３００
　　万円くらい増えます。
税率の引き下げ分と低所得者に係る保険税軽減の拡充分で、１人当たりの調定額では、医療給付費分が約２，２００円、後期高齢者支援金分が約２９０円、介護納付金分が約５５０円、それぞれ平成２５年度よりも下がっています。
【質疑　 ②】国保税の後期高齢者支援金分と介護納付金分の１人当たりの調

定額が下がったのは所得の減少によるものか。
【2  回答】総所得は減少傾向ですが、今回は５割軽減対象者が増えているこ
　とが影響していると推測しています。
【質疑　③】今回の国保税の引き下げで、約３００万円の限度額の引き上げ分だけでは足りなくて、基金から繰り入れているが、どうなのか。
【3 回答】国保税の引き下げ分については、所得割課税基準額９８億７，１
　　７１万４千円に０．１５パーセントを乗じると約１，５００万円

になります。
約３００万円の限度額の増加に加え、決算剰余金等を充当して、今回、国保税率を引き下げました。
【質疑　④】一般会計繰入金を５０パーセントカットしても、減税は可能ということか。
【4 意見】今回の本算定では、医療費の伸び、国保税の収納状況、繰越額、

　財政調整基金残高、財政安定化支援事業繰入金等により今回の引

き下げが可能であると判断しました。
【質疑　   ⑤】一般会計から法定外で繰り入れ、減税や負担軽減に努めていると国からのペナルティーにより交付金が減額されることがあるのか。
【5 回答】 ２５年度は、県内で１８保険者に交付される国の交付金がありま
　したが、その申請理由の中に経営姿勢が良好であるという項目が

あり、その算定に当たり、法定外の繰入金があると、加算できる

点数が加算できなくなります。
【質疑　⑥】そのペナルティーは金額にしたらいくらか。
【6 の回答】点数方式なので、ペナルティー分がいくらになるのかはわかりま
せん。
【質疑　⑦】当初予算で、一般会計からの法定外の繰り入れが５０パーセントカットになりましたが、来年以降の方針は決まっているか。
【7 回答】その年度の収支状況等を勘案した中で決定していくことになると

思います。そういう意味で、来年度も継続して５０パーセントな

のか、１００パーセントなのかは今後の収支状況等によるものと

考えていただきたい。
【質疑　⑧】今まで２６年間、減税額と不納欠損額と同額だったが、これからは、そういった基準とかルールとかではなく、裁量で決めることになるが、それはいかがなものか。
【8 回答】そもそも国民健康保険制度は加入者の負担で賄うことを前提とし
　た制度です。加入者の保険税、国、県又は市からの法令で決まっ
た繰り入れなどで運営していく中で、国民健康保険では、高齢者

の加入割合が高い、高齢者の医療費が若年層に比べて高いことな

どにより国保財政が厳しい状況から、それぞれの市町村が独自の

ルールを決めて繰り入れているという例外的な措置であると考え
ています。また、一般会計からの繰り入れは、国民健康保険加入
世帯以外の方の税金が含まれていることを考慮し、平成２６年度
当初予算では基金や繰越金の状況により５０パーセントにしたと
ころです。
【委員意見】状況を見て、金額とか割合を決めるのは裁量としか考えられな
い。それはそれで一つの方法だとは思うが、私は何パーセント
といった形で決めた方が良いと思います。
《審議事項結果（答申）》
審議事項（１）平成２６年度館山市国民健康保険特別会計補正予算案について及び審議事項（２）館山市国民健康保険税条例の一部を改正する条例案について、原案どおり答申する。
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